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以上が、令和４年度の一般会計・特別会計歳入歳出決算の審査結果であるが、これを総括

すると次のとおりである。

当年度の一般会計及び特別会計を合わせた決算額の総計は、歳入 2,398 億 1,039 万 6,339

円、歳出 2,349 億 6,318 万 8,524 円で、前年度と比較すると、歳入が 166 億 8,010 万 9,090

円（7.5％）、歳出が 159 億 5,692 万 6,258 円（7.3％）それぞれ増加している。

一般会計及び特別会計を合わせた決算収支をみると、形式収支 48 億 4,720 万 7,815 円か

ら事業の繰越に伴う翌年度へ繰り越すべき財源 10 億 1,728 万 8,066 円を差し引いた実質収

支は 38 億 2,991 万 9,749 円の黒字となっている。実質収支の内訳は、一般会計で 42 億 686

万 2,050 円の黒字、特別会計で 3 億 7,694 万 2,301 円の赤字となっている。実質収支が赤

字となった特別会計は、港湾特別会計（△ 2 億 2,196 万 3,109 円）と臨海土地造成事業特

別会計（△ 23 億 9,487 万 8,005 円）で、いずれも翌年度歳入の繰上充用で補塡されている。

全会計の当年度の実質収支から前年度の実質収支を差し引いた単年度収支は 1 億 3,207 万

7,495 円の黒字となっており、単年度収支が黒字となったのは、９特別会計（港湾特別会計、

臨海土地造成事業特別会計、渡船特別会計、市場特別会計、漁業集落環境整備事業特別会計、

介護保険特別会計介護保険事業勘定、介護保険特別会計介護サービス事業勘定、農業集落排

水事業特別会計、母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計）である。

続いて、普通会計における財政状況を分析した結果は、次のとおりである。

当年度における本市の自主財源比率は 43.8％で、前年度と比較して 8.2 ポイント上昇し

ている。一般財源等が歳入総額に占める割合は 64.7％で、前年度と比較して 1.3 ポイント

上昇している。

歳出総額に占める義務的経費の人件費、扶助費及び公債費の割合は 45.5％で、前年度と

比較して 10.2 ポイント低下している。

財政分析指標をみると、その数値が高いほど自主財源の割合が高く財政力の強さを示す財

政力指数は、前年度と同じく 0.54 となっている。
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財政構造の弾力性を示す経常収支比率は 95.8％で、前年度と比較して 2.3 ポイント上昇

し、悪化している。

標準財政規模に対する実質収支額の割合を示す実質収支比率は 6.5％で、前年度と比較し

て 0.1 ポイント上昇している。

なお、普通会計における積立基金の年度末現在高は、前年度と比較して大幅に増加

（ 84.7％）している。これは主に、ボートレース事業会計から受け入れた収益事業収入 134

億円を、基金に積み立てたことによるものであり、子ども・子育て環境の整備をはじめとし

た事業の財源に充てられることとなっている。

本市は、全国平均を上回る速さで人口減少と少子高齢化が進んでおり、今後、高齢化の進

展に伴う社会保障関連経費の増加や、大型建設事業に伴う投資的経費の増加などにより、厳

しい財政状況が続くものと思料される。

当年度において、歳入に関しては、自主財源の根幹である市税の収入率は 97.8％で、前

年度を 0.1 ポイント上回る結果となった。引き続き、税負担の公平性と歳入の確保の観点

から、高水準の収入率の維持に努められたい。併せて、新たな財源確保にも取り組まれたい。

歳出に関しては、社会情勢の変化に的確に対応するとともに、限られた財源を有効に活用

するため、事業内容や規模の精査を行い、適切な予算措置とその執行に努められたい。

以上を踏まえ、「希望の街・下関」の実現に向けて、持続可能な、より効率的かつ効果的

な行財政運営を望むものである。
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